
河津町クラウドファンディング活用支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町の産業振興による地域経済の活性化を図るため、クラウド

ファンディングを活用する個人、法人又は団体に対し、予算の範囲内において補

助金を交付することを目的とし、その交付に関しては、河津町負担金補助及び交

付金に関する規則（昭和34年河津町規則第１号）に定めるもののほか、この要綱

の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(１) 事業者 事業の経営の主体である個人又は法人若しくは団体をいう。 

(２) クラウドファンディング 事業者と資金提供者をインターネット経由で結

びつけ、多数の資金提供者から資金を調達する仕組みをいう。 

(３) クラウドファンディング運営事業者 クラウドファンディングのウェブサ

イトを運営する者をいう。 

(４) リターン クラウドファンディングの実施にあたり、事業者が資金提供者

に対して提供する物品及びサービスなどの対価等をいう。 

(５) クラウドファンディング目標額 クラウドファンディングによる資金募集

の際に設定する調達資金の目標額をいう。 

(６) 寄附型 クラウドファンディングの手法で、事業に賛同した資金提供者が、

事業者へ資金を寄附し、リターンは発生しない仕組みをいう。 

(７) 購入型 クラウドファンディングの手法で、事業に賛同した資金提供者が、

事業者へ資金を提供し、事業者は資金提供者にリターンを提供する仕組みをい

う。 

(８) Allin方式 クラウドファンディングにより調達した資金の取扱いにおい

て、クラウドファンディング目標額に達しない場合でも、調達した資金を受け

取る手法をいう。 

(９) AllorNothing方式 クラウドファンディングにより調達した資金の取扱い

において、クラウドファンディング目標額に達した場合のみ、調達資金を受け

取る手法をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、町内で

事業を実施し、又は事業を実施する計画を有する事業者であって、次の各号のい

ずれにも該当するものとする。 

(１) 河津町暴力団排除条例（平成23年河津町条例第11号）に規定する暴力団員



等及び暴力団員等と密接な関係を有する者のいずれにも該当しないこと。 

(２) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122

号）第２条第４項から第13項までに掲げる営業を行う者でないこと。 

(３) 宗教活動又は政治活動に関する事業を行う者でないこと。 

(４) 国税及び地方税等に滞納がないこと。（法人にあっては代表者を含む。） 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、こ

の要綱の規定による補助金の交付を受けた日の属する年度の３月末までに開始し、

かつ、次の各号のいずれかに該当する事業であって、クラウドファンディングを

活用して実施する事業とする。 

(１) 産業の振興に資する事業 

(２) その他クラウドファンディング活用支援事業の対象としてふさわしいもの

と町長が認めるもの 

（補助対象経費等） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補

助対象者がクラウドファンディング運営事業者と契約して寄附型又は購入型を活

用した際に、当該クラウドファンディング運営事業者に支払われる利用手数料と

する。ただし、当該補助対象経費について町以外の公的機関等が実施する補助金

等の交付を受けるときは、その金額を控除した額とする。 

２ 補助金の額は、補助対象経費から消費税及び地方消費税を除いた額とし、50万

円を限度とする。 

３ 補助金の交付は、同一の補助対象者について、会計年度毎に１回を限度とする。 

（クラウドファンディングの要件） 

第６条 クラウドファンディングの実施にあたっては、次に掲げる全ての要件を満

たすものとする。 

(１) 寄附型又は購入型で資金提供者を募る形式のもの 

(２) Allin方式又はAllorNothing方式を事業認定申請前に選択するもの 

(３) クラウドファンディング運営事業者を利用するもの 

（事業の認定） 

第７条 第４条に定める補助対象事業で、河津町クラウドファンディング活用支援

事業（以下「支援事業」という。）の認定を受けようとする者（以下「認定申請

者」という。）は、河津町クラウドファンディング活用支援事業認定申請書（様

式第１号。以下「認定申請書」という。）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、支援事業の認定又は不認定を決定したときは、河津町クラウドファン

ディング活用支援事業補助認定結果通知書（様式第２号）により認定申請者に通

知するものとする。 



３ 町長は、支援事業として認定する場合において、必要と認められる条件を付す

ることができる。 

（認定申請の取下げ） 

第８条 前条第２項の規定により認定を受けた事業者（以下「認定事業者」とい

う。）は、これに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日から起

算して15日を経過した日までに認定申請の取下げを行うことができる。 

２ 町長は、前項の取下げがあったときは、当該申請に係る認定決定を取り消すも

のとする。 

（認定内容の変更、中止又は廃止） 

第９条 認定事業者は、認定申請書の内容を変更し、又は中止し、若しくは廃止す

るときは、河津町クラウドファンディング活用支援事業認定内容変更（中止・廃

止）承認申請書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定は、事業の実施に影響のない軽易な変更については適用しない。 

３ 町長は、第１項の申請書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、

承認することが適当であると認めたときは、河津町クラウドファンディング活用

支援事業認定内容変更（中止・廃止）承認通知書（様式第４号）により認定事業

者に通知するものとする。 

４ 町長は、第１項の申請に対し内容を審査した結果、適当とは認められないとき

は、河津町クラウドファンディング活用支援事業認定内容変更不承認通知書（様

式第５号）により認定事業者に通知するものとする。 

（認定の取消し） 

第10条 町長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、認定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

(１) 虚偽の申請その他不正の行為により事業の認定を受けたとき。 

(２) その他この要綱に基づく指示に違反したとき。 

２ 町長は、前項の規定による取消しをしたときは、速やかにその理由を付して、

河津町クラウドファンディング活用支援事業認定取消通知書（様式第６号）によ

り認定事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第11条 クラウドファンディングによる資金の募集の終了後、認定事業者が補助金

の交付を受けようとするときは、河津町クラウドファンディング活用支援事業補

助金交付申請書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければ

ならない。 

(１) クラウドファンディング運営事業者の審査承認がわかる書類の写し 

(２) クラウドファンディング運営事業者の利用手数料がわかる書類の写し 

(３) その他町長が必要と認める書類 



（補助金の決定） 

第12条 町長は、前条の規定により補助金の交付申請があったときは、速やかにそ

の内容を審査し、河津町クラウドファンディング活用支援事業補助金交付（不交

付）決定通知書（様式第８号）により認定事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第13条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助金

の交付決定を受けた日の属する年度の２月15日までに、河津町クラウドファンデ

ィング活用支援事業実績報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて町長に

提出しなければならない。 

(１) クラウドファンディング運営事業者に利用手数料を支払ったことが分かる

書類の写し 

(２) クラウドファンディング運営事業者が運営するウェブサイトの掲載ページ

を印刷したもの 

(３) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第14条 町長は、前条の規定により実績報告書等の提出があったときは、その内容

を確認のうえ適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、河津町

クラウドファンディング活用支援事業補助金確定通知書（様式第10号）により、

速やかに交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第15条 交付決定者は、補助金の交付を受けようとするときは、前条に定める補助

金額の確定後速やかに河津町クラウドファンディング活用支援事業補助金請求書

（様式第11号）を町長に提出しなければならない。 

（事業報告等） 

第16条 町長は、補助金に係る予算執行の適正を期するため、交付決定者に対し、

事業の状況に関し定期的に、又は必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査す

ることができる。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第17条 町長は、交付決定者又は補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに

該当するときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に

交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

(１) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(２) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受け、又は補助金の交付の決

定を受けたとき。 

(３) その他町長が不適当と認めたとき。 

（補則） 



第18条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、令和５年５月１日から適用する。 



様式第１号（第７条関係） 

 



 



 



様式第２号（第７条関係） 

 



様式第３号（第９条関係） 

 



様式第４号（第９条関係） 

 



様式第５号（第９条関係） 

 



様式第６号（第10条関係） 

 



様式第７号（第11条関係） 

 



様式第８号（第12条関係） 

 
 



様式第９号（第13条関係） 

 



様式第10号（第14条関係） 

 



様式第11号（第15条関係） 

 


